
（
資
産
の
合
計
額
か
ら
負
債
の
合
計
額
を
控
除
し
た
額
）

第
六
十
八
条
の
十

法
第
三
十
五
条
の
二
の
十
一
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
要
件

は
、
資
産
の
合
計
額
か
ら
負
債
の
合
計
額
を
控
除
し
た
額
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
純
資
産
額
」
と
い
う
。）

が
負
の
値
で
な
い
こ
と
で
あ
つ
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

﹇
新
設
﹈

一

法
第
三
十
五
条
の
二
の
三
第
一
項
の
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
及
び
そ
の
親
会
社
の
純
資
産
額
の
合
計

額
が
、
こ
れ
ら
の
者
の
資
本
金
又
は
出
資
の
額
の
合
計
額
の
百
分
の
九
十
に
相
当
す
る
額
以
上
で
あ
る
も
の

二

事
業
開
始
の
日
か
ら
五
年
以
内
に
純
資
産
額
が
資
本
金
又
は
出
資
の
額
の
百
分
の
九
十
に
相
当
す
る
額
以

上
で
あ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
も
の

三

事
業
開
始
の
日
か
ら
五
年
以
内
に
純
資
産
額
が
千
万
円
以
上
で
あ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
も
の

（
不
正
な
行
為
等
を
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
法
人
）

第
六
十
八
条
の
十
一

法
第
三
十
五
条
の
二
の
十
一
第
一
項
第
九
号
に
規
定
す
る
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
法
人
と
す
る
。

﹇
新
設
﹈

一

法
第
三
十
五
条
の
二
の
十
四
第
一
項
各
号
又
は
第
二
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
し
て
登
録
の
取

消
し
の
処
分
に
係
る
行
政
手
続
法
第
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
通
知
が
あ
つ
た
日
か
ら
当
該
処
分
を
す
る
日
又

は
処
分
を
し
な
い
こ
と
の
決
定
を
す
る
日
ま
で
の
期
間
内
に
法
第
三
十
五
条
の
三
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第

三
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
法
人
（
包
括
信
用
購
入
あ
つ
せ
ん
の
営
業
の
廃
止
に
つ
い
て
相
当
の

理
由
の
あ
る
法
人
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）で
、
当
該
届
出
の
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い

法
人

二

前
号
の
期
間
内
に
法
第
三
十
五
条
の
三
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た

法
人
の
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
者
で
あ
つ
た
者
で
あ
つ
て
、
同
号
に
規
定
す
る
通
知
が

あ
つ
た
日
前
三
十
日
に
当
た
る
日
か
ら
当
該
法
人
の
廃
止
の
日
ま
で
の
間
に
そ
の
地
位
に
あ
つ
た
も
の
（
法

人
に
限
る
。）で
、
当
該
届
出
の
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
法
人

三

役
員
の
う
ち
に
、
第
一
号
の
期
間
内
に
法
第
三
十
五
条
の
三
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
五
条
の
規
定

に
よ
る
届
出
を
し
た
法
人
の
役
員
で
あ
つ
た
者
で
あ
つ
て
同
号
に
規
定
す
る
通
知
が
あ
つ
た
日
前
三
十
日
に

当
た
る
日
か
ら
当
該
法
人
の
廃
止
の
日
ま
で
の
間
に
そ
の
地
位
に
あ
つ
た
も
の
で
当
該
届
出
の
日
か
ら
五
年

を
経
過
し
な
い
者
の
あ
る
法
人

（
少
額
の
包
括
信
用
購
入
あ
つ
せ
ん
の
公
正
か
つ
適
確
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
）

第
六
十
八
条
の
十
二

法
第
三
十
五
条
の
二
の
十
一
第
一
項
第
十
号
に
規
定
す
る
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
体
制

は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

﹇
新
設
﹈

一

法
第
三
十
五
条
の
十
六
第
一
項
及
び
第
三
項
に
規
定
す
る
措
置
そ
の
他
法
に
定
め
る
措
置
の
円
滑
な
実
施

を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制

二

利
用
者
又
は
購
入
者
等
の
苦
情
を
適
切
か
つ
迅
速
に
処
理
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制

三

法
第
三
十
五
条
の
二
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
包
括
信
用
購
入
あ
つ
せ
ん
の
公
正
か
つ
適
確
な
実
施
を
確

保
す
る
た
め
十
分
な
社
内
規
則
等
を
定
め
て
い
る
こ
と
。

四

法
若
し
く
は
法
の
規
定
に
基
づ
く
命
令
又
は
社
内
規
則
等
を
遵
守
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制

２

前
項
第
三
号
の
社
内
規
則
等
は
包
括
信
用
購
入
あ
つ
せ
ん
に
係
る
業
務
に
関
す
る
責
任
体
制
を
明
確
化
す
る

規
定
を
含
む
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
利
用
者
支
払
可
能
見
込
額
の
算
定
の
方
法
等
の
基
準
）

第
六
十
八
条
の
十
三

法
第
三
十
五
条
の
二
の
十
一
第
一
項
第
十
一
号
イ
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、

次
の
と
お
り
と
す
る
。

﹇
新
設
﹈

一

法
第
三
十
五
条
の
二
の
十
一
第
一
項
第
十
一
号
イ
の
方
法
を
定
め
る
に
当
た
り
、
不
適
正
又
は
不
十
分
な

技
術
及
び
情
報
を
利
用
し
て
い
な
い
こ
と
。
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